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特集

連結決算ハイライト
1．開催日時 平成30年3月29日（木曜日）午前10時
 （開催日が前回定時株主総会の日（平成29年6月29日）に応当する日と離れていますのは、第13期より当社の
 事業年度の末日を3月31日から12月31日に変更したためであります。）
2．開催場所 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目6番15号　新横浜グレイスホテル  4階  シャーロット
3．内　　容
　  報告事項 1． 第13期（平成29年4月1日から平成29年12月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び
 　　監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
 2． 第13期（平成29年4月1日から平成29年12月31日まで）計算書類報告の件
　  決議事項
 第1号議案　資本準備金の額の減少及び剰余金処分の件
 第2号議案　取締役3名選任の件
 第3号議案　監査役3名選任の件
 第4号議案　補欠監査役1名選任の件
 第5号議案　会計監査人選任の件

株式会社テラプローブ
〒222-0033 神奈川県横浜市港北区新横浜2-7-17
TEL:045-476-5711　
ホームページURL http://www.teraprobe.com/

本誌は、FSC®認証紙と、
植物性インキを使用しています。

事業拠点

株式情報 2017年12月31日現在

2017年12月31日現在

発行可能株式総数 30,000,000 株
発行済株式総数 9,282,500 株
株主数  3,954 名

株主名 持株数　 （％）  

力成科技日本合同会社 4,440,300 47.83

POWERTECH TECHNOLOGY INC. 1,077,100 11.60
株式会社SBI証券 193,300 2.08
神林　忠弘 120,100 1.29
みずほ証券株式会社 119,100 1.28
資産管理サービス信託銀行株式会社 100,000 1.07
マネックス証券株式会社 87,700 0.94
岩井　雷太 84,300 0.90
日色　隆善 84,300 0.90
松井証券株式会社 78,400 0.84

大株主

（注） １． 持株比率は自己株式（145株）を控除して計算しております。 
 ２． 持株比率は小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。

所有者別分布状況

金融機関 220千株
2.37%

国内法人 4,507千株
48.56%

外国法人等 1,323千株
14.25%

個人その他 2,541千株
27.38%

証券会社 690千株
7.44%

株主メモ
上場証券取引所 東京証券取引所　マザーズ
事　業　年　度 毎年1月1日から同年12月31日まで
株式の売買単位 100株
公　告　方　法 公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その

他やむを得ない事由によって電子公告ができな
い場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

公告掲載 UＲＬ http://www.teraprobe.com/
株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
事務取扱場所 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
郵便物送付先 〒168-0063
 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電 話 照 会 先 　 0120-782-031
ホームページURL http://www.smtb.jp/personal/agency/

第13期定時株主総会におきまして、下記のとおり報告および決議されました

本社・開発センター
（神奈川県横浜市港北区）

九州事業所
（熊本県葦北郡芦北町）

広島事業所
（広島県東広島市）
メモリ製品のテスト拠点

ソフトウェア開発・要素技術の研究/開発拠点

株式会社
テラプローブ会津
（福島県会津若松市）
SoC、マイコン等の
テスト拠点

システムソリューションセンター
（熊本県熊本市）

TeraPower 
Technology Inc.
（台湾新竹縣）
台湾における
テスト拠点

マイコン、イメージセンサ等のテスト拠点

メモリ事業におきましては、高性能スマートフォン用製品

や車載用製品の受託量は増えたものの、主要顧客の製品

ミックスの変化の継続による影響を大きく受け、当期の売

上高は8,386百万円、セグメント利益は1,437百万円となり

ました。

システムLSI事業におきましては、株式会社テラプローブ

会津を完全子会社化したことや、車載用製品の受託量が大

幅に増えたことなどから、当期の売上高は9,333百万円、セ

グメント利益は1,657百万円となりました。

システムLSI事業についてメモリ事業について
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みなさまにおかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

当期（2017年12月期）の業績は、車載向け製品のテスト需要が好調であったことや、2017年2月に株

式会社テラプローブ会津を完全子会社化したことなどから、売上高は17,869百万円、営業利益は1,845

百万円、経常利益は1,790百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は334百万円

となりました。

2018年12月期については、当社の広島事業所では、5月1日にマイクロンメモリ ジャパン株式会社（以下、

「MMJ社」）向け事業の譲渡と6月末に賃借フロアからの退去を予定しております。このため、広島事業所

から九州事業所への設備の移設を実施しております。一方、九州事業所ではこの設備移設により既存のク

リーンルームだけではフロアが不足することから、前年度に引き続きクリーンルームの拡張工事を行い、受

け入れ態勢を整えております。また、台湾子会社のTeraPower Technology Inc.（以下、「TPW」）におい

ては、好調な需要に対応するため2016年末より新棟建設を進めており、2018年3月現在は外装工事が完

了し、建物内部のクリーンルーム化工事が始まりました。操業開始に向けた準備を着 と々進めております。

当社は、顧客の様々なニーズに柔軟に対応し、信頼でき

るパートナーとして長期的な関係を強化することで、企業

価値の向上を図ってまいります。株主のみなさまにおかれ

ましては、引き続きご支援を賜りますようお願い申し上げ

ます。

事業譲渡について　　　　　　　　　　　　　　　　　

台湾子会社（TPW）の新棟完成　　　　　　

QUOカードのデザインを、PTIロゴが入った新たなデザインに変更

代表取締役社長兼CEO

トップメッセージ テラプローブのビジネスの特徴特集

トピックス

当社は平成30年５月１日にマイクロンジャパン株式会社にMMJ社向け事業を譲渡し、平成30年6月末日まで
にMMJ社広島工場から移転することになりました。

2018年3月現在、TPWの新棟建物の外装工事
が完了し、建物内部のクリーンルーム化工事が

始まりました。4月より装置の搬入が始まり、2018
年の第2四半期より順次、導入設備の稼働を開
始する予定です。

2017年12月末日現在で単元株以上をお持ちの株主様に、当社がPTIグループに
加わったことを記念して、PTIロゴが入った、新デザインのQUOカードを当株主通
信に同封してお送りいたします。 

＜ＰＴＩについて＞
PTIは半導体後工程（組立・検査）を受託する企業で「OSAT（Outsourced Semiconductor 
Assembly and Test）」と呼ばれています。 台湾を起点に、中国・シンガポールに製造拠点を有
し、従業員数は全世界に16,000名以上を有します。OSATとしては世界ランキング第5位の業
績で、特にメモリ製品（DRAMやNANDフラッシュなど）の組立に関しては世界トップレベルの実
績があります。テラプローブとは、その設立の参画だけでなく、TPWの合弁パートナーとして長き
にわたり、緊密な関係にあります。
PTIウェブサイト（www.pti.com.tw） 

2018年
5月初旬

MMJ社の事業譲渡完了予定 

2018年
6月末

MMJ社広島工場の既存建屋建て替えに伴い、
当社広島事業所（MMJ社広島工場内に賃借中）の移転完了予定

2018年
夏

広島事業所移転に伴い、九州事業所のクリーンルームを拡張

検査専門の当社なら
ムダなく検査機器を稼働できる。

顧客も当社も
Win-Winの関係

テラプローブ

当社が３台設備を導入すると
100%の稼働

半導体製造設備を保有し、設計から検査まで一貫して行うが、
生産量により検査機器の稼働率が変化し、ムダが出やすい。

半導体テスト事業では、製品の市場価格に左右されず、テストにかかる時間によってテスト価格が決まります。

テスト価格の決まり方（イメージ）
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当社は、半導体メーカーから検査に係わる工程を一貫で受託し、豊富な設備と技術力を活かした

幅広いテストサービスを提供しています。半導体メーカーは、従来自社で行っていた検査工程を当社

に業務委託すること（アウトソーシング）で、限られた資源を製品開発に集中させることができます。

同じ枚数のウエハをテストしても、テスト時間が２倍になると売上も２倍になります。

検査の
アウトソーシング

200万円

製品 ウエハ 1枚のテスト時間→単価 テストするウエハ枚数 売上高

100枚1時間→1万円

100枚

100万円

2時間→2万円

A
B

テストハウスビジネスの特徴
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了し、建物内部のクリーンルーム化工事が始まりました。操業開始に向けた準備を着 と々進めております。

当社は、顧客の様々なニーズに柔軟に対応し、信頼でき

るパートナーとして長期的な関係を強化することで、企業

価値の向上を図ってまいります。株主のみなさまにおかれ

ましては、引き続きご支援を賜りますようお願い申し上げ

ます。

事業譲渡について　　　　　　　　　　　　　　　　　

台湾子会社（TPW）の新棟完成　　　　　　

QUOカードのデザインを、PTIロゴが入った新たなデザインに変更

代表取締役社長兼CEO

トップメッセージ テラプローブのビジネスの特徴特集

トピックス

当社は平成30年５月１日にマイクロンジャパン株式会社にMMJ社向け事業を譲渡し、平成30年6月末日まで
にMMJ社広島工場から移転することになりました。

2018年3月現在、TPWの新棟建物の外装工事
が完了し、建物内部のクリーンルーム化工事が

始まりました。4月より装置の搬入が始まり、2018
年の第2四半期より順次、導入設備の稼働を開
始する予定です。

2017年12月末日現在で単元株以上をお持ちの株主様に、当社がPTIグループに
加わったことを記念して、PTIロゴが入った、新デザインのQUOカードを当株主通
信に同封してお送りいたします。 

＜ＰＴＩについて＞
PTIは半導体後工程（組立・検査）を受託する企業で「OSAT（Outsourced Semiconductor 
Assembly and Test）」と呼ばれています。 台湾を起点に、中国・シンガポールに製造拠点を有
し、従業員数は全世界に16,000名以上を有します。OSATとしては世界ランキング第5位の業
績で、特にメモリ製品（DRAMやNANDフラッシュなど）の組立に関しては世界トップレベルの実
績があります。テラプローブとは、その設立の参画だけでなく、TPWの合弁パートナーとして長き
にわたり、緊密な関係にあります。
PTIウェブサイト（www.pti.com.tw） 

2018年
5月初旬

MMJ社の事業譲渡完了予定 

2018年
6月末

MMJ社広島工場の既存建屋建て替えに伴い、
当社広島事業所（MMJ社広島工場内に賃借中）の移転完了予定

2018年
夏

広島事業所移転に伴い、九州事業所のクリーンルームを拡張

検査専門の当社なら
ムダなく検査機器を稼働できる。

顧客も当社も
Win-Winの関係

テラプローブ

当社が３台設備を導入すると
100%の稼働

半導体製造設備を保有し、設計から検査まで一貫して行うが、
生産量により検査機器の稼働率が変化し、ムダが出やすい。

半導体テスト事業では、製品の市場価格に左右されず、テストにかかる時間によってテスト価格が決まります。

テスト価格の決まり方（イメージ）

半導体メーカー

非
稼
働

生
産
量

A社

Ａ社が単独で設備を
２台導入すると
65%の稼働

ムダ

稼働率

65%

検査機器
1.3台分の
生産量

B社

Ｂ社が単独で設備を
２台導入すると
60%の稼働

稼働率

60%

ムダ

検査機器
1.2台分の
生産量

C社

Ｃ社が単独で設備を
１台導入すると
50%の稼働

稼働率

50%

ムダ 検査機器
0.5台分の
生産量

稼働率100%

検査機器
3.0台分の
生産量

C社

B社

A社

当社は、半導体メーカーから検査に係わる工程を一貫で受託し、豊富な設備と技術力を活かした

幅広いテストサービスを提供しています。半導体メーカーは、従来自社で行っていた検査工程を当社

に業務委託すること（アウトソーシング）で、限られた資源を製品開発に集中させることができます。

同じ枚数のウエハをテストしても、テスト時間が２倍になると売上も２倍になります。

検査の
アウトソーシング

200万円

製品 ウエハ 1枚のテスト時間→単価 テストするウエハ枚数 売上高

100枚1時間→1万円

100枚

100万円

2時間→2万円

A
B

テストハウスビジネスの特徴
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テラプローブのビジネスの特徴

第13期

特集

連結決算ハイライト
1．開催日時 平成30年3月29日（木曜日）午前10時
 （開催日が前回定時株主総会の日（平成29年6月29日）に応当する日と離れていますのは、第13期より当社の
 事業年度の末日を3月31日から12月31日に変更したためであります。）
2．開催場所 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目6番15号　新横浜グレイスホテル  4階  シャーロット
3．内　　容
　  報告事項 1． 第13期（平成29年4月1日から平成29年12月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び
 　　監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
 2． 第13期（平成29年4月1日から平成29年12月31日まで）計算書類報告の件
　  決議事項
 第1号議案　資本準備金の額の減少及び剰余金処分の件
 第2号議案　取締役3名選任の件
 第3号議案　監査役3名選任の件
 第4号議案　補欠監査役1名選任の件
 第5号議案　会計監査人選任の件

株式会社テラプローブ
〒222-0033 神奈川県横浜市港北区新横浜2-7-17
TEL:045-476-5711　
ホームページURL http://www.teraprobe.com/

本誌は、FSC®認証紙と、
植物性インキを使用しています。

事業拠点

株式情報 2017年12月31日現在

2017年12月31日現在

発行可能株式総数 30,000,000 株
発行済株式総数 9,282,500 株
株主数  3,954 名

株主名 持株数　 （％）  

力成科技日本合同会社 4,440,300 47.83

POWERTECH TECHNOLOGY INC. 1,077,100 11.60
株式会社SBI証券 193,300 2.08
神林　忠弘 120,100 1.29
みずほ証券株式会社 119,100 1.28
資産管理サービス信託銀行株式会社 100,000 1.07
マネックス証券株式会社 87,700 0.94
岩井　雷太 84,300 0.90
日色　隆善 84,300 0.90
松井証券株式会社 78,400 0.84

大株主

（注） １． 持株比率は自己株式（145株）を控除して計算しております。 
 ２． 持株比率は小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。

所有者別分布状況

金融機関 220千株
2.37%

国内法人 4,507千株
48.56%

外国法人等 1,323千株
14.25%

個人その他 2,541千株
27.38%

証券会社 690千株
7.44%

株主メモ
上場証券取引所 東京証券取引所　マザーズ
事　業　年　度 毎年1月1日から同年12月31日まで
株式の売買単位 100株
公　告　方　法 公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その

他やむを得ない事由によって電子公告ができな
い場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

公告掲載 UＲＬ http://www.teraprobe.com/
株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社
株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
事務取扱場所 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
郵便物送付先 〒168-0063
 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電 話 照 会 先 　 0120-782-031
ホームページURL http://www.smtb.jp/personal/agency/

第13期定時株主総会におきまして、下記のとおり報告および決議されました

本社・開発センター
（神奈川県横浜市港北区）

九州事業所
（熊本県葦北郡芦北町）

広島事業所
（広島県東広島市）
メモリ製品のテスト拠点

ソフトウェア開発・要素技術の研究/開発拠点

株式会社
テラプローブ会津
（福島県会津若松市）
SoC、マイコン等の
テスト拠点

システムソリューションセンター
（熊本県熊本市）

TeraPower 
Technology Inc.
（台湾新竹縣）
台湾における
テスト拠点

マイコン、イメージセンサ等のテスト拠点

メモリ事業におきましては、高性能スマートフォン用製品

や車載用製品の受託量は増えたものの、主要顧客の製品

ミックスの変化の継続による影響を大きく受け、当期の売

上高は8,386百万円、セグメント利益は1,437百万円となり

ました。

システムLSI事業におきましては、株式会社テラプローブ

会津を完全子会社化したことや、車載用製品の受託量が大

幅に増えたことなどから、当期の売上高は9,333百万円、セ

グメント利益は1,657百万円となりました。

システムLSI事業についてメモリ事業について

2016年3月期 2017年3月期 2017年12月期

売上高

22,731
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営業利益

（単位：百万円）※2017年12月期は事業年度変更に伴い、9ヶ月の変則決算となっております。
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検索テラプローブ　IR資料詳細な情報はこちら

連結財務諸表（要旨）
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連結決算ハイライト
1．開催日時 平成30年3月29日（木曜日）午前10時
 （開催日が前回定時株主総会の日（平成29年6月29日）に応当する日と離れていますのは、第13期より当社の
 事業年度の末日を3月31日から12月31日に変更したためであります。）
2．開催場所 神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目6番15号　新横浜グレイスホテル  4階  シャーロット
3．内　　容
　  報告事項 1． 第13期（平成29年4月1日から平成29年12月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び
 　　監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
 2． 第13期（平成29年4月1日から平成29年12月31日まで）計算書類報告の件
　  決議事項
 第1号議案　資本準備金の額の減少及び剰余金処分の件
 第2号議案　取締役3名選任の件
 第3号議案　監査役3名選任の件
 第4号議案　補欠監査役1名選任の件
 第5号議案　会計監査人選任の件

株式会社テラプローブ
〒222-0033 神奈川県横浜市港北区新横浜2-7-17
TEL:045-476-5711　
ホームページURL http://www.teraprobe.com/

本誌は、FSC®認証紙と、
植物性インキを使用しています。

事業拠点

株式情報 2017年12月31日現在

2017年12月31日現在

発行可能株式総数 30,000,000 株
発行済株式総数 9,282,500 株
株主数  3,954 名

株主名 持株数　 （％）  

力成科技日本合同会社 4,440,300 47.83

POWERTECH TECHNOLOGY INC. 1,077,100 11.60
株式会社SBI証券 193,300 2.08
神林　忠弘 120,100 1.29
みずほ証券株式会社 119,100 1.28
資産管理サービス信託銀行株式会社 100,000 1.07
マネックス証券株式会社 87,700 0.94
岩井　雷太 84,300 0.90
日色　隆善 84,300 0.90
松井証券株式会社 78,400 0.84

大株主

（注） １． 持株比率は自己株式（145株）を控除して計算しております。 
 ２． 持株比率は小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。
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個人その他 2,541千株
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証券会社 690千株
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株主メモ
上場証券取引所 東京証券取引所　マザーズ
事　業　年　度 毎年1月1日から同年12月31日まで
株式の売買単位 100株
公　告　方　法 公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その

他やむを得ない事由によって電子公告ができな
い場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
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事務取扱場所 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
郵便物送付先 〒168-0063
 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
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ホームページURL http://www.smtb.jp/personal/agency/
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メモリ事業におきましては、高性能スマートフォン用製品

や車載用製品の受託量は増えたものの、主要顧客の製品

ミックスの変化の継続による影響を大きく受け、当期の売

上高は8,386百万円、セグメント利益は1,437百万円となり

ました。
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会津を完全子会社化したことや、車載用製品の受託量が大

幅に増えたことなどから、当期の売上高は9,333百万円、セ
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